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本誌は,財 政と公共政策に関する幅広い領域の理論的 ・実証的研究の成果を公表 し,相 互交流を促す こ
とによって財政学研究,お よび公共政策研究の更なる深化 ・発展 に寄与 していくことを目指 しています.
本誌の発行は財政学研究会を母体 としていますが,上 述の目的のために会員だけでなく広 く非会員の方々
からの本誌への投稿 も歓迎 します.
本誌への投稿論文は,財 政学研究会内に設けられた 「財政 と公共政策』編集委員会によって受理され,
編集委員会の選任した複数の査読者による審査の上,掲 載 を許可されたものが掲載されます.な お,投 稿
を希望 される方は,以 下の投稿規定に留意されるようお願い申し上げます.
投 稿 規 程
[本誌の扱う内容]
財政学(予 算論,経 費論,租 税論,公 債論,地 方財政論,国 際財政論,財 政政策論,財 政思想,財 政史
等),国 家 ・自治体論,地 方 自治論,ガ バナンス論,規 制緩和,民 営化,公 益事業論,公 共政策論(環 境政
策,交 通政策,国 土政策,都 市政策…)等 関連領域.
[投稿論文の受理]
投稿論文は随時受け付けています.到 着した原稿から順次査読に入 り,査 読終了後に掲載が決定したも
のか ら順番に,年2回 発行(5月,10月)さ れる本誌 に掲載 していくことにします.な お,投 稿 された論
文は返却されません.
[投稿論文の種別]
投稿 論 文 には,研 究論文(制 限字数25,000字),研 究 ノー ト(同15,000字),展 望論文(同20,000字)の 区
別があ ります.た だ し,制 限字数 は全 て図表 込みの数字 です.図 表 を用 いる場合 は1点 を800字 と計算 し,
5点 まで を上の字数 に含 める ことが で きます.ま た,総 字 数が上記 の制 限字数 を超 える場合,文 章 につ い
ては1ペ ー ジ(約1,700字)に つ き3000円,図 表 につ いては1点 につ きその作成費用 相当額だ け,投 稿料 が
引 き上 げ られ ますので,あ らか じめ ご留意下 さい.な お,抜 き刷 りにつ きましては ご要 望に添 えかね ます
ので,ご 了承 くだ さい.
[投稿料]
財政学研究会会員は無料,非 会員は有職者の方が1万 円,大 学院生の方は5千 円とな ります.
[論文提出要領]
投稿 を希望 され る方 は,テ キス トファイル,MicrosoftWord,一太郎いずれか に よる文書 ファイル を下
記 の投稿 論文送付先 に提 出 して下 さい.な お,上 記 の文書 フ ァイルで はな くハ ー ドコピーにて投稿 を希望
され る方 は本研 究 会 まで お問 い合 わせ 下 さい.ま た,掲 載 が決 定 した場合 に は,テ キス トフ ァイル,
MicrosoftWord,一 太郎の いず れか による文書 ファイルを提 出 して頂 くことにな りますので,あ らか じめ
ご留意下 さい.図 表 をファイル と して提 出す る場合 には,上 記 ワープ ロソフ トで作 成で きるもの以外 には,
MicrosoftExcel,Lotusl-2-3に よって作 成 された ものお よびCSV(カ ンマ区切 りテキス ト)フ ァイルに限 り,
受領す る ことが可能 です.そ れ以外 の ものは,鮮 明な印刷 原稿,ま たは コピーをご用 意下 さい.な お,投
稿論文 には以下 の内容 を記載 した表紙 を添付 して下 さい.① 論文 タイ トル②投稿 者の氏名③連絡先(住 所,
電話 ・FAX番 号,Eメ ールア ドレス)④ 英文 タイ トル⑤ 英文氏名⑥ 内容要約(日 本語,約200字).
[投稿論文送付先]




㊥ 鰍 学研究会 ・… 鞭 シンポジウム「ポスト概 隊 と新しい齢 のデザイン」
基調講演
コ メ ン ト1









⑧ 財政学研究会 財磯 シンポジウム 「財破 研究の再検討」
基調講演 「財政史研究の射程」
コ メ ン ト1
コ メ ン ト2
コ メ ン ト3・'…







禰 「環境基本計画 における参画 とパー トナーシ ップ
ー 滋賀県野洲市の試みを事例 として―」 宮 永
「グローバル経 済下での資本課税














法学研究科教授)を お招きし、「ポス ト福祉国家と新 しい連帯のデザイン」と
いうテーマにて講演いただいた。その後、パネ リス トと してこ出席いただい
た小沢修司氏(福 祉社会学部教授)、齋藤純―氏(早 稲田大学政治経済学部教







立大学教授)を お招きし、「財政史研究の再検討」 をテーマ とした基調講演を








本会は財政学研究会 と称 し、財政学、経済学、公共政策及び関連諸分野 における共同研究、な
らびに教育方法の研究 をすすめることを目的 とする。




究活動 に参加す る。会員及雌 生 会員 の入会は、会員二名の推薦にもとづ き総会においてこれを





委員の選出等 を行 う。また、会員の十分の一の要求があれば、臨時総会を開催することがで きる。
M運 営委員会
総会において運営委員若干名を選出 し運営委員会を組織する。運営委員会は次の総会までの会
務を執行 し、必要に応 じて事務局を置 くことができる。
V旺 会 費
会員 よ り年 間会 費5,000円 を徴 収す る。三 ヵ 以上に わたAをtAめtい の は、.、員1と して
ム ロたる・ を'de生 ム のム につ いて は1徐^め る 会 費の変 更は総会 が決 定す る。
「皿 会計監査及び予算
総会 は年間予算 を決定 し会計監査一名 を選出する。会計監査委員は年一回会計監査 を行う。








1.本 会機関紙、『財政 と公共政策』を年二回発行する。総会において編集委員会 を設置 し、編集
委員会がその編集、発行を行 う。編集委員会の規則は別途定める。




























編 集 代 表 池上 惇
事 務 局 長 植田和弘
編 集 委 員 内山昭 北村裕明 阪本崇 佐々木雅幸 重森曉
只友景士 鶴田廣巳 森晶寿 諸富徹
事 務 局 〒606―8501
京都 市左 京 区吉 田本 町
京都 大 学経 済学 部財 政学(植 田)研 究室
TEL.075-753-3439
FAX,075-753-3512
印 刷 ㈱田中プリン ト
Public Finance and Public Policy
Vol. 30, No.1 5-2008
Contents 
Special Symposium 1
Taro Miyamoto Post Welfare State and Design of New Solidarity 
 Jiro Mizushima Comments 
 Shull Ozawa Comments 
Jyunichi Saito Comments 
Questions and Replies
Special Symposium 3 Reexamination of Fiscal History Research 
              Fumio Kanazawa Range of Fiscal History Research 
 Chuji Sakamoto Comments
         Kenichi Miyamoto Comments 
       Eisaku  Ide Comments 
        Questions and Replies
Refereed Article 
              Kentaro Miyanaga Preparation and Implementation of The Basic Environment Plan 
                              Through Public  Involvement and Partnership  : A Case Study of
                 Yasu City, Shiga Prefecture 
Go Noguchi Capital taxation under the global economy: The development of 
                 the EU corporate income tax policy after the Lisbon strategy
Book Review 
             Akifumi Miyamoto Takanobu KYOGOKU  "Social Security and Economic System in 
 Japan"
Research Trends 
             Hirofumi Shimoda The 64th Congress of Japanese Association of Public Finance 
             Yu Matuno The 2007 Congress of Society for Environmental Economics and
                Policy Studies 
Takayuki Ota The 63rd Congress of the International Institute of Public Finance
Edited by Society for the Studies in Public Finance (Kyoto,Japan)
-
